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提出書類について 

１．申請者全員が提出する書類 

 提 出 書 類 留 意 事 項 発行機関等 

1 授業料免除願（様式１） 

記入要領を参照し、申請者本人が記入すること。 

※理由欄に書ききらない場合はA4の用紙に理由を

書いて添付してください。（フォーマット自由） 

 

2 家庭状況調書（様式２） 

記入要領を参照し、申請者本人が記入すること。 

家族全員を記載し、世帯主からみてそれぞれの家族

が同居か別居かを記載すること。 

※家族構成と状況を把握するための基本となる書

類です。 

 

3 
住民票（住民基本台帳） 

※原本 

○本人及び同居している全員が記載されたもの 

（世帯全体が記載されている『住民票謄本』）を提

出すること。 

○本人が家族と別の住所に住民票がある場合は本

人の住民票も必要。 

※マイナンバーの記載がない住民票を提出するこ

と。 

市区町村役場 

4 

所得課税証明書、収入及び課

税額に関する他の証明書 

※原本 

○現在、市町村役場で取得出来る最新の所得課税証

明書（昨年度の所得が記載されているもの）を取

得すること。 

※所得額・課税額両方が明記されていること。 

○所得課税証明書は所得の有無に関わらず家庭状

況調書（様式２）の「就学者を除く家族」欄に記載

した家族全員分を提出してください。 

※収入のない方の分も必要です。（無職の場合も所

得が「０」であることが証明できますので提出要） 

※マイナンバーの記載がない証明書を提出してく

ださい。 

市区町村役場 

5 

直近１年間の収入に関する 

証明書 

※コピー可 

○「就学者を除く家族」欄に記載した家族全員の収

入の証明を提出してください。 

※収入のない方の分は不要です 

【給与所得者】 

 平成 29年 源泉徴収票 

 

【給与所得者以外（自営業、農業等）】 

確定申告書（控）及び損益計算書等収入支出内

容が分かるもの 

（例：青色申告決算書、平成 29年分収支内訳書等） 

＊確定申告の際に、税務署に持参・郵送により申

告を行った場合は、税務署の受付印があるもの。 

インターネットで電子申告により行った場合は、申

告内容確認票に受付番号が入ったものの写しか、送

信した際に送られてくる「受信通知又」を添付する

こと。 

※マイナンバーの記載がない証明書を提出して

ください。 

 

勤務先 
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２．該当するのみ提出する書類 

 （１）前表５の収入に関する証明書について、下表のいずれかに該当する場合は、それぞれの書類を

提出してください。 

 提 出 書 類 留 意 事 項 発行機関等 

2 
年金・恩給等の受給者 

※コピー可 

○最新の年金額決定通知書、又は年金振込通知書
（はがき）のコピー 

＊年金や恩給を複数受給している場合は全ての
年金種別毎のコピーを提出すること。 

＊1 年間に給付を受ける総額(年額)が分かる証明
であること。 

市区町村役場 

社会保険事務所等 

3 

生活保護受給世帯 

（生活扶助費受給者） 

※コピー可 

○最新の生活保護受給額決定通知書のコピー 

又は支給額が確認できる書類 社会保険事務所等 

4 
無職者（失業者） 

※コピー可 

○雇用保険受給資格者証明書の両面コピー又は失
業給付金給付明細書のコピー 職業安定所 

 

（２）特別控除に係る書類（該当する項目がある場合は、それぞれの書類を必ず提出してください） 

 提 出 書 類 留 意 事 項 

1 
就学者(本人は除く)がいる 

世帯 

○ 兄弟・姉妹等が高等学校、専修学校及び各種学校（予備校、職業

訓練校、その他）または、大学、短大等に就学している場合はそ

れらの機関の在学証明書の原本、又は学生証のコピーを提出して

ください。 

 

2 

心身障害者又は 

原爆被爆者がいる世帯 

※コピー可 

○ 障害者手帳等または原爆被爆者手帳のコピー 

3 
長期療養者がいる世帯 

（6ヶ月以上療養した方） 

○ 医師からの診断書のコピー及び診断書に記載の傷病にかかった

医療費の領収書のコピー 

 ※診断書は病名、治療期間が記載されていること 

 ※領収書は平成 29年 1月 1日～平成 29年 12月 31日の治療費支

払分であること。また、6か月以上治療が継続されていたこと。 

○ 治療費の一覧表 

※領収書が複数枚に及ぶ場合は、「授業料免除制度長期療養者 

領収書一覧」を記入し、領収書と一緒に提出してください。 

（大学HPからダウンロード可） 

4 

学資負担者が死亡した世帯 

※コピー可 

○死亡が確認できる証明書のコピー 

例）除籍妙本、死亡診断書、埋葬許可書等のいづれか 

 

本人又は学資負担者が 

被災した世帯 

※コピー可 

○被災証明書及び被害証明書（被害金額が記載されたもの）のコピ

ー 

 

5 
母子・父子家庭 

※コピー可 

母子・父子家庭であることが確認できる書類のコピー 

例）戸籍全部事項証明書・寡婦年金の源泉徴収票又は決定通知書 

 ※給与源泉徴収票の寡婦欄は証明書として受付できません。 

※マイナンバーの記載がない証明書を提出してください。 

 


